








　　　　設置計画履行状況等調査の対象期間が７年を越え、様式に変更が必要な場合には、別途ご連絡ください。

　　　に報告書を作成してください。

　経済学部
　　　経営学科 人

　学士（経営学） 年 人 人
人

人

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人
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入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　・　「収容定員充足率」には、開設年度から報告年度までの報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記入してください。

　　　　報告書を提出する大学等は、報告年度から起算した修業年限に相当する期間の収容定員充足率を記載してください。

　　　・　「収容定員充足率（控除後）」には、「収容定員充足率」が1.00倍を超える場合、「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」

　　　　第１条第２項により修業年限超過者を控除した場合及び附則第２項及び第４項を適用した場合の控除及び適用後の「収容定員充足率」を記入してください。

　　　　なお、「収容定員充足率」が1.00倍以下の場合や、1.00倍を越える場合であっても上記の控除及び適用がない場合には、「－」としてください。

　　　・　「（５）－②　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等」の「平均入学定員超過率」及び「収容定員充足率」は、

Ａ　 入学定員

[ 　―　 ] [ 　―　 ]

60

(　5　)

Ｂ　 入学者数

（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行っている場合には、

　　　　((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・　転入学生は記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）

(　－ 　)

60

　　　・　調査対象学部等の開設年度から報告年度まで記入してください。なお、開設年度以前は「－」を記入してください。

　　　　算出に当たっては、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和７年度開設用）Ⅳ.33収容定員の充足状況」をご確認ください。

0.731.2
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収容定員
充 足 率

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

1.37－

[ 　－　 ]

志願者数

受験者数

合格者数

－
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収容定員
充 足 率

（控除後）

1.10倍 ―倍

令和６年度

(　5　)

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

令和５年度令和４年度

　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　　に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した入学定員、入学者数で算出してください。

　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。また、完成年度を越えて

　 　 ・  報告年度に春季入学以外の学期区分の設定を予定している場合は、「春季入学以外の学期区分について」で「春季入学以外の学期区分を設ける予定」を選択してくださ
い。
       （春季入学以外の学期区分の設定を予定していない場合は「－」を選択。）

　　　　「４　既設大学等の状況」AC対象学部学科等の倍率と一致しますので、留意して計算してください。

90

備　　考

－

[ 　―　 ]

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

2年次

　　　　「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

経済学関係

編入学定員 収容定員

調査対象学部等の
名称（学位）

学位又は学科
の分野

　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載したものを、
　　　　別ファイルにて提出してください。

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試区分ごとではありません）。

学生募集の停
止について

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位

設 置 時 の 計 画

修業年限

3年次
5

　　　　を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載してください。

入学定員

　　　・　様式は、令和元年度開設の４年制の学科が完成年度を越えて報告する場合（令和６年度までの６年間）ですが、

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）により、

0

　　　　我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための準備教育課程

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。

令和元年度 令和２年度 令和３年度

0

春季入学以外の
学期区分につい

て

備　考

変更前の入学定員60名
令和4年4月より70名に定員増（４）

変更前の入学定員70名
令和6年4月より90名に定員増（６）

－

（注）・　定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。
　　　・　基礎となる学部等がある場合には、「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。

　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号（その２の１）又は（その２の２））」の

　 　 ・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択するとともに、
　　　　「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。（学生募集停止を予定していない場合は「－」を選択。）

4年次

4
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期
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（注）・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について、内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・（　）内には、留年者の状況について、内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。

　　　・　編入学生や転入学生も含めて記入してください。その際、備考欄に人数の内訳を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）

　　　　に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。

　　　・　「計」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数、留学生数を記入してください。

247

令和５年度令和４年度
備　　　　　考

編入学生　6名

編入学生　3名

（ 　2　 ）（　　　　 ） （　 ― 　） （　 ― 　）

令和元年度 令和２年度

計

75 150

[　　　 　] [　 ― 　]

（　 7   ）

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況
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令和３年度

[　 ― 　] [　 ― 　]

令和６年度
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４年次

１年次

２年次

３年次
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１

２

３

（注）・　配当年次に達しているにも関わらず、何らかの理由で未開講となっている授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 経済学概論 2 1年前期 一般 選択

２ コンピュータ基礎演習Ⅱ 2 1年後期 専門 必修

３ 現代経済論Ⅱ 2 1年後期 専門 選択

４ 持続可能な発展論 2 1年後期 専門 選択

５ まちづくり論 2 2年前期 専門 選択

６ デジタル経済 2 2年後期 専門 選択

７ 地域振興論 2 3年前期 専門 選択

（３） 未開講科目

未開講の理由、代替措置の有無

該当なし

　　　　ください。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して

「まちづくり論」「都市と文化」「観
光と経済」「北陸経済産業論」のカリ
キュラムを見直し、代替措置として
「観光と経済」「北陸経済産業論」に
統合した。

「地域振興論」ならびに「地域経済
論」のカリキュラムを見直し、代替措
置として「地域経済論」に統合した。

経済学の概論系科目カリキュラムの見
直しを行い、代替措置として「経済・
経営入門」「経済・経営の仕組み」を
新規に開講した。

より発展的な内容を含む科目の開講を
検討し、代替措置として「環境経済
学」を新規に開講した。

より発展的な内容を含む科目の開講を
検討し、代替措置として「経済・経営
学特講Ⅲ」を新規に開講した。

　　　・　該当がない場合は「未開講の理由、代替措置の有無」欄に「該当なし」と記入してください。

（４） 廃止科目

経済学の概論系科目カリキュラムの見
直しを行い、代替措置として「経済・
経営入門」「経済・経営の仕組み」を
新規に開講した。

入学生の情報系科目の知識が学科開設
時に比べ高水準であるため、「コン
ピュータ基礎演習Ⅰ」「コンピュータ
基礎演習Ⅱ」の一部カリキュラムを見
直した上で統合し、代替措置として
「コンピュータ基礎演習」を新規に開
講した。

廃止の理由、代替措置の有無

19



８ 都市と文化 2 3年後期 専門 選択

９ 地域金融を考える 2 3年後期 専門 選択

10 シェアリングエコノミー論 2 3年前期 専門 選択

（注）・　設置時の計画にあり、何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお、理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する大学の所見、

　　　　学生への周知方法、今後の方針などを可能な限り具体的に記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

より発展的な内容を含む科目の開講を
検討し、代替措置として「経済・経営
学特講Ⅱ」を新規に開講した。

　　　・　該当がない場合は「廃止の理由、代替措置の有無」欄に「該当なし」と記入してください。

令和6年4月より廃止とした上記10科目については、理由に記載した通り、当該科目がなくなったわけではなく、授
業内容の見直しにより、より学生にわかりやすく、より発展的な内容で、学生が効率的に専門分野の学びができる
よう検討した結果であり、学生に不利益は生じていない。
学生には学生便覧やシラバスにおいて適切に変更内容を記載しているほか、履修指導等において変更があった授業
については教員が丁寧に説明しているため、十分に周知ができている。

　　　・　専門職大学等の場合は、「一般・専門」を「基礎、展開、職業専門、総合」と修正して記入して
　　　　ください。

　　　・　教職大学院の場合は、「一般・専門」を「共通・実習・その他」として記入してください。

より発展的な内容を含む科目の開講を
検討し、代替措置として「経済・経営
学特講Ⅰ」を新規に開講した。

「まちづくり論」「都市と文化」「観
光と経済」「北陸経済産業論」のカリ
キュラムを見直し、代替措置として
「観光と経済」「北陸経済産業論」に
統合した。
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